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決算特別委員会記録（第２号） 

 

 

平成２６年９月１７日 水曜日 午前１０時００分開議 

大 道 寺     信  委員長   江  口  忠  博  副委員長 

 

出 席 委 員 （１４名） 

 

  １番  赤  間    広  委員    ２番  梅  津  善  之  委員 

  ３番  江  口  忠  博  委員    ４番  今  泉  春  江  委員 

  ５番  小  関  秀  一  委員    ６番  竹  田  博  一  委員 

  ７番  我  妻     昇  委員    ８番  大 道 寺     信  委員 

  ９番  蒲  生  光  男  委員   １０番  町  田  義  昭  委員 

 １１番  佐 々  木  謙  二  委員   １２番  安  部     隆  委員 

 １３番  渋  谷  佐  輔  委員   １４番  髙  橋  孝  夫  委員 

 

欠 席 委 員 （０名） 

 

説 明 の た め 出 席 し た 者 

 

 内 谷 重 治  市 長       遠 藤 健 司  副 市 長 

 中 井   晃  総 務 課 長       齋 藤 環 樹  財 政 課 長 

 谷 澤 秀 一  企 画 調 整 課 長       髙 石 潤 一  税 務 課 長 

 松 本   弘  市 民 課 長       梅 津 明 夫  健 康 課 長 

 松 木 幸 嗣  福祉生活あんしん課長       種 村 正 一  子育て支援課長 

 青 木 邦 彦  会計管理者兼会計課長       渋 谷 憲 治  市民相談センター所長 

 堀 越 俊一郎  監 査 委 員       加 藤 芳 秀  教 育 長 

 孫 田 邦 彦  農 林 課 長       梅 津 和 士  商 工 振 興 課 長 

 鈴 木 広 弥  観 光 振 興 課 長       松 木   満  建 設 課 長 

 鈴 木 一 則  まち・住まい整備課長       横 山 賢 一  上 下 水 道 課 長 

 遠 藤 敏 男  管 理 課 長       齋 藤 理喜夫  文化生涯学習課長 

 佐 野 安 広  生涯スポーツ課長       寒河江 新 一  学校給食共同調理場長 

 佐々木 弘 充  選挙管理委員会事務局長       髙 橋 洋 一  監査委員事務局長 

 鈴 木 隆 政  農業委員会事務局長       渋 谷 正 通  消 防 主 幹 

 

事 務 局 職 員 出 席 者 
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 飯 澤 常 雄  議 会 事 務 局 長       小 林 克 人  補 佐 

 鈴 木 和 夫  議 事 調 査 係 長       安 達 洋 司  主 任 技 士 

 

本日の会議に付した事件 

 

認 第 １号 平成２５年度長井市歳入歳出決算認定について 

認 第 ２号 平成２５年度長井市水道事業会計決算認定について 

議案第７４号 平成２５年度長井市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 
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   開     議 

 

 

○大道寺 信委員長 おはようございます。 

 これから決算特別委員会を開きます。 

 本日の会議に欠席の通告委員はございません。

よって、ただいまの出席委員は定足数に達して

おります。 

 それでは、去る２日の本会議において決算特

別委員会に付託になりました決算２件及び関連

議案１件について審査を行います。 

 審査日程につきましては、既に配付されてお

ります会議日程表のとおりでありますので、ご

協力をお願いいたします。 

 それでは、これから各会計決算及び関連議案

の概要について説明を求めます。 

 

 

 認第１号 平成２５年度長井市歳入 

 歳出決算認定について 

 

 

○大道寺 信委員長 まず、認第１号の平成25年

度長井市一般会計歳入歳出決算について。 

 青木邦彦会計管理者。 

○青木邦彦会計管理者兼会計課長 おはようござ

います。 

 認第１号 平成25年度長井市歳入歳出決算認

定についてのうち、一般会計歳入歳出決算につ

きまして、事項別明細書によりご説明いたしま

すので、決算書の74ページをお開き願います。 

 歳入でございます。１款市税は、収入済額32

億2,117万7,583円で前年度対比0.5％減となり、

予算現額に対する収入率は100.4％、また、調

定額に対する収納率は95.7％で、歳入全体に占

める構成比率は23.8％となりました。不納欠損

額は2,005万6,025円で前年度対比43.2％増とな

っておりますが、地方税法の規定に基づき処分

いたしたものでございます。また、収入済額は

１億2,624万5,880円で、前年度対比17.4％減と

なりました。１項の市民税は、収入済額13億

2,391万4,354円で前年度対比2.1％減となり、

１目個人分で1.8％の増、２目法人分で15.5％

の減となります。２項の固定資産税は、収入済

額14億6,605万6,973円で前年度対比0.8％減と

なりました。１目固定資産税では、前年度とほ

ぼ同額となりました。２目国有資産等所在市町

村交付金では6.1％の減となっております。３

項の軽自動車税は、収入済額6,672万6,787円で

前年度対比11.9％の増、４項の市たばこ税は、

収入済額２億2,444万4,892円で前年度対比

11.6％の増、５項の入湯税は、収入済額224万

7,850円で前年度対比5.4％の増、６項の都市計

画税は、収入済額１億3,778万6,727円で前年度

対比1.5％の減となりました。 

 次に、76ページをお開き願います。２款地方

譲与税は、収入済額１億6,330万6,000円で前年

度対比2.6％の増、予算現額に対する収入率は

103.9％であります。１項自動車重量譲与税で

1.4％、２項地方揮発油譲与税で5.4％それぞれ

増となりました。 

 ３款利子割交付金は、収入済額662万3,000円

で前年度対比0.6％の減、４款配当割交付金は、

収入済額681万円で前年度対比98.6％の増、５

款株式等譲渡所得割交付金は、収入済額1,005

万4,000円で前年度対比955.0％の増となりまし

た。 

 次に、78ページをお開き願います。６款地方

消費税交付金は、収入済額２億7,501万円で前

年度対比0.9％の減、７款自動車取得税交付金

は、収入済額4,686万1,000円で前年度対比

4.6％の減、８款地方特例交付金は、870万

9,000円で前年度対比11.9％の減、９款地方交

付税は、収入済額44億1,041万9,000円で前年度




